
重点項目 区分 新規

重点的な取組 81 担当課 市民活動推進課

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 －

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

完了

　現在事務局を
置いている団体
に関しては、
ホームページで
上部団体等との
リンク等を行い
利便性を図っ
た。

　平成22年度に
取組済み。
　完了。
　随時更新して
いる。

実施 －

実施・完了 －

－ －効果額

実績数値

目標数値

進行状況

ホームページ活用の実施

具体的取組

  生涯学習を所管する課には、様々な団体が社会教育団体として登録されており、事務局が
置かれている。
　それぞれの団体ごとに市または県・全国の上部団体への申請や届出手続等が必要である
が、問い合わせ先や様式がバラバラで内容が複雑なため「わかりにくい」という声がある。

スケジュール表

－

実　施　計　画　進　行　管　理　票

  団体（市民）にとって、より申請・手続等が分かりやすくなるように、問合せ先や様式を
市のホームページを活用して周知する。

  「どこを見たらいいか分からない」ということが無くなり、社会教育団体の申請・手続等
をスムーズに行えることにより、生涯学習の活性化や推進につなげていく。

各社会教育団体の各種届出についてのホームペー
ジの活用

わかりやすい情報の提供



重点項目 区分 新規

重点的な取組 82 担当課 建設課

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 －

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

完了

　計画どおり
ホームページ作
成の手順の調査
と掲載内容の検
討を行った。

　道路占用等申
請書の様式は
ホームページ掲
載完了。
　市道路線網図
のホームページ
掲載は、平成24
年度実施予定。

　市道路線網図
のホームページ
掲載は、実施・
完了。

ホームページの
更新

ホームページの
更新

検討 実施 実施 実施 実施

検討 一部実施 実施・完了 更新 更新

－ － － － －

ホームページの更新

進行状況

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　市道路線網図、舗装情報をＰＤＦ化しホームページに掲載する。
　合わせて申請書様式も掲載する。

　市民にとって、市へ問合せをしなくても簡単に市道かどうかの確認ができるようになる。
　申請書を窓口にとりに来る必要がなくなる。
　市にとっても事務の効率化が図れる。

市道路線網図及び道路占用等申請書の様式をホー
ムページへ掲載

わかりやすい情報の提供

効果額

実績数値

目標数値

具体的取組

　市道について電話での問い合わせや、来庁による調査がよくあるが、市道名を調べるには
路線網図を見たり、路線名簿を見たりして、少し時間がかかるので、電話や窓口で待っても
らわなければならない。
　また、市窓口まで申請書を取りに来るケースがよくある。
　舗装工事完了後に水道･ガス管等の引き込みに伴う掘削申請がなされライフラインである
ことから掘り返し規制にかかわらず許可している。

スケジュール表

－

ホームページへの掲載に
ついて検討

ホームページへ掲載



重点項目 区分 継続

重点的な取組 83 担当課 秘書広報課

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 －

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

　地域の特性に
あった意見交換
会とするため、
各コミュニティ
が主体となり開
催方法・日時を
決める方法を取
り入れ、市長が
コミュニティに
出向き、タウン
ミーティングま
たは懇談会形式
で地域の課題や
要望など地域の
方と意見交換を
行った。

　地域の特性に
あった意見交換
会とするため、
各コミュニティ
や自治会の役員
会開催時に、市
長がコミュニ
ティ等に出向
き、タウンミー
ティングまたは
懇談会形式で地
域の課題や要望
など地域の方と
意見交換を行っ
た。
　15ヵ所で開
催。

　地域の特性に
あった意見交換
会とするため、
各コミュニティ
が主体となり開
催方法・日時を
決める方法を取
り入れ、市長が
コミュニティに
出向き、タウン
ミーティングま
たは懇談会形式
で地域の課題や
要望など地域の
方と意見交換を
行った。
　14ヶ所で開
催。

　地域の特性に
あった意見交換
会とするため、
各コミュニティ
が主体となり開
催方法・日時を
決める方法を取
り入れ、市長が
コミュニティに
出向き、タウン
ミーティングま
たは懇談会形式
で地域の課題や
要望など地域の
方と意見交換を
行った。
　全17ヶ所で開
催。

　市長が各コ
ミュニティに出
向き、市長懇談
会を行う。二部
構成で行い、前
半は市庁舎等整
備方針について
の意見交換、後
半は自由意見交
換を行った。
　全17カ所で開
催。

実施 実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施 実施

－ － － － －効果額

実績数値

目標数値

進行状況

意見交換会の開催

具体的取組

　市政方針、行政改革大綱など市の政策等を広報紙、ホームページで公表しているが、市と
しても市民の市政への参画を推進するため、広聴事業を実施し、市民から意見や要望を聴く
機会を確保する必要がある。

スケジュール表

－

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　コミュニティ等において、今後の市の政策や地域の課題について、タウンミーティング形
式または懇談会形式で意見交換を行う。

　市の政策を市民の方に周知し、また、さまざまな地域の課題を直接聴き、そして、意見交
換を行うことにより市民参画の推進が図られ、相互理解も深まる。

市長との意見交換会の開催による市民参画の推進

市民参画と協働の推進



重点項目 区分 継続

重点的な取組 84 担当課 人権課

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 25.3%

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

　「第2次男女
共同参画プラン
まるがめ」を策
定し、附属機関
等の女性登用率
の目標を再設定
するとともに、
改選期を迎えた
附属機関等の事
務局を持つ担当
課に女性登用の
推進を依頼し
た。
　平成22年度に
改選があった審
議会等において
は、女性委員が
59人中21人⇒77
人中27人とな
り、女性委員の
総数は増加した
が率は減少し
た。

　改選期を迎え
る附属機関等の
担当課に対し、
候補者例を示す
などして女性登
用の推進を図る
よう依頼した。
　平成23年度末
までに改選が
あった審議会等
の女性委員は、
平成23年3月末
現在335人中80
人⇒平成24年3
月末512人中136
人となり、比率
は増加したが年
度目標には到達
していない。
　女性登用率は
平成22年度分か
ら、法及び条例
に基づく審議会
等に戻して算出
している。

　改選期を迎え
る附属機関等の
担当課に対し候
補者例を示すな
どして女性登用
の推進を図るよ
う依頼した。
　審議会等委員
の議員枠につい
て、基本的に辞
退する方針を市
議会が決定した
ので、その補欠
委員に女性を登
用するよう働き
かけたことと、
女性教育長就任
により女性のい
ない審議会等の
数が７⇒５に
なった。
　平成24年度中
の改選等によ
り、審議会等の
女性委員登用率
は平成23年度末
から2.9ポイン
ト増加したが年
度目標には到達
していない。

　今年度は多く
の審議会等が改
選期を迎える。
そこで、年度当
初に全庁に向
け、女性登用を
推進するため、
担当課に候補者
例を示したり、
事前協議を行う
などの働きかけ
をした。
  また、平成25
年9月25日に附
属機関設置条例
ほかの改正によ
り、調査対象審
議会等が8つ増
加した。
　平成26年3月
末現在、女性の
いない審議会等
は2つに減少
し、女性登用率
は1月末から0.7
ポイント増加し
た。

　改選する際に
事前協議を行う
よう働きかけを
行った。
　平成27年３月
末現在、女性の
いない審議会等
は１つに減少
し、女性登用率
は、平成25年度
末から2.0ポイ
ント増加した。

29% 31% 33% 35% 37%

26.2% 26.7% 29.6% 34.5% 36.5%

－ － － － －

スケジュール表

附属機関等の女性登用率

附属機関等の女性登用率
の向上を図る

進行状況

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　平成22年度に策定した「第2次男女共同参画プランまるがめ」でも、平成28年度までの附
属機関等の女性登用率40％を改めて設定し、目標達成を計画的に進めるため、第1次プラン
で実行できなかった附属機関等の事務局を持つ担当課との協議やヒアリングを効果的に行
う。
　庁内の女性管理職登用や条例・設置要項の見直しにも積極的に取り組む。

　性別や年齢などにとらわれず多様な市民が市政に参画できる男女共同参画のまちづくりを
推進することは、少子化の歯止め等、地域活性化に繋がる。
　庁内での女性管理職登用が進むことで、全ての職員の能力を十分に活用できる。

附属機関等の女性登用率の向上

市民参画と協働の推進

効果額

実績数値

目標数値

具体的取組

　「集中改革プラン」及び「男女共同参画プランまるがめ」における審議会等の女性委員比
率目標値（平成22年度末）は40％であったが、平成22年4月1日現在28.9％であり、目標を達
成できていない状況である。
　附属機関等の女性登用には、担当課の取組だけではなく、条例や設置要項による充て職が
多いことから、市役所での女性管理職の登用や各種団体における女性役員の登用を図る必要
がある。



重点項目 区分 新規

重点的な取組 85 担当課 人権課

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 0名

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

完了

　平成22年度に
おいて条例改
正、平成23年度
公募実施予定。

　平成23年度に
おいて審議会委
員を公募し、男
女各1名を決定
した。
　次回以降の改
選においても、
公募委員2名を
募集する。

0名 2名

0名 2名

－ －効果額

実績数値

目標数値

公募委員の募集

進行状況

公募委員募集に向けた検
討

具体的取組

　人権政策推進審議会については、現在、各種団体より委員を選任しているが、市民の声を
広く反映させるために、一般公募により募集することが必要である。

スケジュール表

公募委員の数

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　一般公募により2名の委員を募集し、内1名は女性を登用する。

　一般公募により委員を募集することにより、広く市民の声を聞くことができるとともに、
これからの人権問題を解決するためのリーダーの育成をすることができる。

人権政策推進審議会公募委員の募集

市民参画と協働の推進



重点項目 区分 新規

重点的な取組 86 担当課 文化観光課

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 2名

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

　現在の委員の
任期は平成23年
7月31日までで2
名である。
　今後、公募委
員を3名に増員
する計画であ
る。

　文化振興審議
会への公募委員
の拡大の前段階
として、まずは
市民が主体と
なって文化活動
に取り組んでい
く意識の醸成や
文化事業への市
民参画の推進が
重要であると考
え、今年度の文
化芸術振興事業
を企画した。
　公募委員につ
いては、その成
果を見ながら、
適正な人員の把
握に努めること
としたため、今
回の改選におい
ては増員を見
送った。

　平成23年度の
改選期に公募委
員を1名増員す
る予定であった
が、増員を見
送っている。今
年度も多彩な文
化芸術振興事業
を企画したが、
市民が主体と
なって文化活動
に取り組んでい
く意識の醸成や
文化事業への市
民参画の推進が
必要であるた
め、成果を検証
するとともに、
次回改選期にお
いて公募委員の
増加をいたした
い。

　今年度の改選
時において公募
委員を当初の計
画通り3名に増
員した。

　引き続き3名
の公募委員で審
議会を実施して
いく。

2名 3名 3名 3名 3名

2名 2名 2名 3名 3名

－ － － － －

具体的取組

公募委員数

公募委員増員について検
討

効果額

実績数値

目標数値

第1期改選・公募①

第2期改選・公募②

進行状況

スケジュール表

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　今後、公募委員の数を増員し、委員数を定数上限の15名までに増やす。
　現在の委員数13名（学識経験者7名、市議会議員2名、文化団体の代表者2名、公募委員2
名）

　文化の担い手は市民であり、市民が主体的に文化活動に取り組む意識を高め、公募委員を
増員していくことで、文化振興を推進するにあたって、より市民のニーズに答えることが可
能となる。

丸亀市文化振興審議会への公募委員の拡大

市民参画と協働の推進

　芸術をはじめ、文化の創造は基本的には市民の自由な意思で行われるものであり、民間で
支えられるのであれば、そのほうが望ましい。
　したがって、丸亀市の文化振興について考えていくうえで市民参画は重要であるが、現状
では公募委員の数は2名（15％）に留まっている。



重点項目 区分 新規

重点的な取組 87 担当課 図書館

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 0名

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

完了

完了

　新たに設置し
た子ども読書活
動推進協議会委
員については、
予定通り公募委
員を2名委嘱し
た。

　22年度に委嘱
した子ども読書
活動推進協議会
の公募委員2名
の他に、図書館
協議会委員につ
いて7月1日改選
時に予定どおり
公募委員を1名
任命した。

子ども読書活動
推進協議会委員
の改選に当た
り、引き続き2
名の委員を公募
し、委嘱した。

図書館協議会委
員の改選に当た
り、1名の委員
を公募し、任命
した。

　子ども読書活
動推進協議会委
員の改選にあた
り、引き続き2
名の委員を公募
し、委嘱した。

2名 3名 3名 3名 3名

2名 3名 3名 3名 3名

－ － － － －

スケジュール表

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　図書館協議会については、図書館サービスの充実のために、幅広く市民の意見を聞く機会
を持てるよう、次回の改選時には委員1名を公募する。
　また、子ども読書活動推進協議会についても、委員10名の内2名を公募委員とする。

　公募委員として参加して頂ける人は、自主的に参加する意欲のある委員であるので、加入
により図書館としての市民サービス向上策を種々検討することができる。

図書館協議会等への公募委員の参加

市民参画と協働の推進

　図書館協議会は、丸亀市図書館条例第7条に基づき設置している。
　定数は8人以内で、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う
者並びに学識経験のある者の中から、教育委員会が任命している。
　現在は、8名の委員を任命しており、任期は平成21年7月1日から平成23年6月30日である。
　また、平成22年度には子ども読書活動推進協議会の委員10名を委嘱する。
　図書館サービスの向上のため、ともに幅広い意見の集約が求められる。

具体的取組

公募委員数

子ども読書活動推進協議
会改選による公募委員の
参画

効果額

実績数値

目標数値

図書館協議会改選による
公募委員の参画

公募委員の審議会への参
画の機会の確保

進行状況



重点項目 区分 継続

重点的な取組 88 担当課 危機管理課

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 14ヵ所

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

完了

　計画どおり未
結成のコミュニ
ティ会長への働
き賭けや説明会
及び出前講座等
による啓発を実
施した。

　コミュニティ
単位の自主防災
組織については
1年前倒しで全
コミュニティで
組織化すること
ができた。
計画どおり防災
研修や防災訓
練、出前講座等
による減災に係
る予防啓発や防
災対策の情報提
供を実施した。
 大災害発生時
には、まず自分
の身を守るため
の行動について
理解をしていた
だいた。

　様々な想定の
下で、経路を考
えながらの避難
訓練、炊き出し
訓練、水消火器
を使っての消火
訓練等を行っ
た。また、災害
に備え普段の心
構えや準備等に
ついての講座
他、機会を捉え
パネル展示を行
うなど啓発活動
を推進した。
　なお、計10の
コミュニティが
防災訓練を実施
した。

　様々な想定の
下で、経路を考
えながらの避難
訓練、炊き出し
訓練、水消火器
を使っての消火
訓練等を行う。
また、災害に備
え普段の心構え
や準備等につい
ての講座他、機
会を捉えパネル
展示を行うなど
啓発活動を行っ
た。
　なお、1月末
現在、のべ14回
コミュニティ等
において防災訓
練を実施した。

 様々な想定の
下で、経路を考
えながらの避難
訓練、炊き出し
訓練、水消火器
を使っての消火
訓練等を行う。
 また、災害に
備え普段の心構
えや準備等につ
いての講座他、
機会を捉えパネ
ル展示を行うな
ど啓発活動を推
進する。
　なお、今年度
の防災訓練は、
のべ14回コミュ
ニティ等におい
て行われた。

15ヵ所 16ヵ所 17ヵ所 17ヵ所 17ヵ所

15ヵ所 17ヵ所 17ヵ所 17ヵ所 17ヵ所

－ － － － －効果額

実績数値

目標数値

防災研修等有効な情報提
供など組織力の強化

進行状況

コミュニティ単位の自主
防災組織化

具体的取組

　丸亀市では17コミュニティのうち自主防災組織を結成しているのは、14コミュニティであ
る。
　全コミュニティで自主防災組織を結成し、災害時には地域においてその機能が発揮できる
よう働きかける必要がある。

スケジュール表

自主防災組織を結成しているコミュニティの数

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　自主防災組織の活動は地域に密着したもので、自治会などで自主防災組織を結成している
地域もある。
　コミュニティ単位の組織化を図るため、スケールメリットを活かした自主防災組織の重要
さを防災訓練や出前講座などにおいて促し、早期結成に向け啓発を推進する。
　あわせて、防災研修等有効な情報提供を行うなど、自主防災組織が非常時に機能的に活動
できるよう組織強化に繋げる。

　「自分たちのまちは自分たちで守る」という地域住民の自衛意識と連帯感に基づいて結成
される防災組織であり、地震や風水害などの災害発生時には地域内で中心となって自主的に
活動できる。

自主防災組織の拡大

市民参画と協働の推進



重点項目 区分 新規

重点的な取組 89 担当課 文化観光課

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 6回

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

　文化事業の企
画にあたって
は、将来的に市
民が主体となっ
て事業を実施で
きるよう、市民
が文化事業に参
画する機会の創
出に努めてい
る。

　文化事業の企
画にあたって
は、将来的市民
文化活動団体等
に主体的に運営
いただく方向で
実施できるよ
う、市民が文化
事業に参画する
機会の創出に努
めているが、事
業は6回にとど
まった。

　引き続き市民
や文化活動団体
が主体となって
文化事業に参画
していけるよ
う、機会の創出
に努めていく。

　引き続き市民
や文化活動団体
が主体となって
文化事業に参画
していけるよ
う、少しでも多
くの機会の創出
に努めていく。

　引き続き市民
や文化活動団体
が主体となって
文化事業に参画
していけるよ
う、少しでも多
くの機会の創出
に努めていく。

7回 8回 9回 10回 10回

7回 6回 4回 8回 9回

－ － － － －効果額

実績数値

目標数値

進行状況

市民参画型文化事業の実
施

具体的取組

　文化振興は、市民が主体的に行うことが自然であるとのスタンスで市民参画型の文化事業
を推進する必要がある。

スケジュール表

市民参画型文化事業の回数

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　公共文化施設等を「人と情報が集まる施設」と位置づけ、当該施設を中心として市、指定
管理者、市民文化活動団体等の協働により文化振興を進める。

　市民が多様な文化に接する機会が拡充するとともに、自ら文化活動を行うことができるよ
うになり、丸亀市の文化振興を推進することができる。
　現在は市の事業として取り組み、市民文化活動団体等に参加・協力いただいている状況に
あるが、年数を重ねるごとに、市民文化活動団体等に主体的に運営いただく方向へシフト
し、事務量の削減に繋げる。

市民参画型文化事業の推進

市民参画と協働の推進



重点項目 区分 新規

重点的な取組 90 担当課 図書館

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 2名

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

　ボランティア
養成講座を開催
し、出席者の中
から6名の申込
者があった。

　ボランティア
養成講座受講者
7名が図書館ボ
ランティア登録
をした。
　活動可能な日
や時間帯に随時
来館して、中央
図書館内で業務
を行っている。
　また、高校生
や大学生等の若
い世代のボラン
ティアを募集
し、夏休み期間
のみであったが
高校生5名の応
募があり、おは
なし会や図書資
料整備等の業務
に参加した。

　ボランティア
養成講座を開催
し、恒常的にボ
ランティアを募
集した。また高
校生、大学生な
どの若い世代に
ついても引き続
き募集した。
　セカンドブッ
ク事業（新規事
業）が円滑に事
業実施できるよ
う既存の読書団
体、保育所、幼
稚園等に協力依
頼した。

　ボランティア
養成講座を開催
し、恒常的にボ
ランティアを募
集した。また高
校生など若い世
代も図書館行事
(読み聞かせ)へ
参加した。
  既存読書団体
等と連携、協働
を推進し、図書
館サービスの充
実を図った。

　引き続きボラン
ティアを募集し、
図書の補修、整
理、また高校生ボ
ランティアと図書
館職員によるおは
なし会の実施等ボ
ランティアとの協
働による図書館活
動ができた。また
図書の補修に必要
な技術習得のため
の「本のコーティ
ング・修理」講座
を開催し、ボラン
ティアの育成を
図った。次年度以
降も継続してボラ
ンティア、読書団
体等との協働をさ
らに推進し、図書
館サービスの充実
をはかる。

5名 7名 9名 10名 10名

6名 7名 10名 12名 12名

－ － － － －

進行状況

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　図書館の業務に積極的に携われるボランティアを育成するための講座を開催する。
　講座終了後は、図書館のサポート隊としてボランティア登録をしてもらい、図書館の運営
や行事、子ども読書活動推進などのサポーターとして活躍をしてもらう。

　図書館職員と協働し、市民のきめ細かなニーズに応えることができる図書館ボランティア
が育成される。
　また、事業を協働で取り組むことによって、図書館が市民にとって生涯学習や文化、まち
づくりの重要な拠点となることができる。

図書館ボランティアの育成による市民参画

市民参画と協働の推進

効果額

実績数値

目標数値

具体的取組

　現在、図書の整理等のボランティアとして、毎週1回2名の方に活躍をいただいているが、
図書館は、生涯学習の場であるとともにその学習成果を発表する機会を提供する場でもあ
る。
　また、市民とともに成長していく施設でもあることから、多様な経験を有する地域の人々
と協働し、幅広い市民の読書活動を推進できる体制を構築する必要がある。

スケジュール表

登録ボランティア数

図書館ボランティア養成
講座の開催


